テーマ「無料商法にご用心！」
　無料商法とは、「無料サービス」「無料体験」など「無料」をセールストークにして広告やチラシで、人を集め、高額な商品やサービスを売りつける商法です。
　「エステの無料体験」の広告を見て店に出かけたら、「効果をあげるにはダイエット食品と化粧品が必要」と言われ高額な契約をしてしまった、あるいは、「日用品をタダであげます」と街で呼び止められ、近くのビルで日用品をもらった後、販売員から長時間の勧誘を受け、必要の無い高額な布団を買うことになったといった被害が数多く発生しています。
　被害に遭わないために
・無料と言うセールストークを鵜呑みにせず、なにが無料なのか、無料と有料　の区別をはっきり確認しましょう。
・本当に必要なものかを考え、必要のない契約は、きっぱり断りましょう。
　契約をしてしまった場合
・エステや訪問販売などでの被害に遭っても、契約文書を受け取った日から８　日以内ならばクーリング・オフ（無条件契約解除）をすることができます。　書面（ハガキ）で契約解除の通知を出しましょう。
　クレジット契約をしている場合は、信販会社にも通知しましょう。
・クーリング・オフ期間を過ぎていてもあきらめず、市町村役場か消費生活セ　ンターに相談してしょう。（業者の不当な勧誘方法を理由に、特定商取引法　や消費者契約法で契約を取り消せる場合があります。）
詳しいことは岡山県消費生活センターにお問い合わせください。
　　TEL（０８６）２２６ー０９９９
